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要約 
 

本稿では、日本社会において男女間格差が存在していることに着目して、その要因を追

究し、格差是正に向けた提言を行う。 

 2016 年 6 月 2 日、「ニッポン一億総活躍プラン」が閣議決定された。これは、「女性も

男性も、お年寄りも若者も、一度失敗を経験した方も、障害や難病のある方も、家庭で、

職場で、地域で、あらゆる場で、誰もが活躍できる、いわば全員参加型の一億総活躍社会

を実現」することを目指すものである。このプランに基づいて、子育てで退職した女性職

員の復職のための企業への働きかけなど、女性の活躍支援が行われている。しかし、女性

管理職の割合は他の先進諸国に比べても依然として低く、男女間の賃金格差も未だに是正

されていないという現状がある。 

その前段階である教育段階においても男女差は存在する。例として、大学進学率の男女

差は 1990 年から縮まってはいるものの、2015 年時点でも差が存在しており、依然として

男子の方が高い。 

このことから、本稿では日本社会における男女間格差について、学力をはじめとした教

育段階における男女差がその一因となっていると考えた。制度に男女差はないにも関わら

ず、なぜ学力に差が生じるのか、その要因を分析し男女間の教育格差是正に向けての方策

を考える。 

分析を行うにあたって男女間の学力差についての先行研究を渉猟した。渉猟により、親

の意識が学力に影響を与えることと、男女の学力差が最大になるのは中学校であるという

ことが分かった。以上を踏まえ、分析対象を中学校に絞り、「子どもの学力は親の意識の

影響を受ける」という仮説を立て、分析を行った。よって本稿の新規性は、「格差が最大

になるとされる中学校において、男女間の学力差が生じる要因として、親の意識による影

響を検証する」ことである。 

 義務教育段階における男女間格差の要因を明らかにするにあたり、統計解析ソフト

Stata14 を用いて重回帰分析を行った。重回帰分析の結果、分析対象とした中学生におい

て、中学受験を経験した女子生徒の方が、経験していない女子生徒よりも全教科の合計点

数と国語の点数が高いということが統計的に明らかになった。また、男女ともに家での勉

強時間が長い生徒ほど、全教科の合計点数と数学の点数が高いということもあわせて統計

的に明らかになった。 

 この重回帰分析の結果を踏まえ、女子にのみ有意な結果が得られた中学受験に着目して

政策提言を行う。現状を調べると、共学の私立中学校での生徒の募集比率は男子生徒より

も女子生徒の方が少ないことが分かった。つまり、中学受験をした生徒の点数が伸びるに

も関わらず、中学受験そのものの募集数において男女の平等性が保たれていないと言え

る。 

これを踏まえ、アファーマティブ・アクションを取り入れた 2 つの政策を提言する。提

言Ⅰは「私立中学校における男女同数募集促進」である。現行の標準的運営費方式をもと

に、男女同数募集を行っているかという点を加算基準の一つに加えることを提言する。こ

れにより、中学校側にもインセンティブが生じることから、男女同数募集の実現可能性は

高いと考える。そして、提言Ⅱは「私立男子中学校の共学化促進」である。具体的には、
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提言Ⅰと連動して男女同数募集を行う共学化を目指す。この際、共学化にあたって必要と

なる女子生徒のためのトイレや更衣室といった校舎設備にかかる費用への対応として、男

女同数募集を行う共学化への移行の意志を申請すれば、その移行期間も男女同数募集を行

っているとして加算し、経常費補助を行うこととする。これにより、共学化への障壁を取

り除くことができると考える。提言Ⅰと同様に現行の制度をもとに新制度を設けること

や、共学化により偏差値が上昇した前例があることから、中学校側にもインセンティブが

あり、実現可能性は高いと考える。 

 以上の二つの提言により、中学校における男女間の教育格差是正が期待できる。これを

足掛かりとして、女性の大学進学率の向上、管理職に就く女性の増加、男女間の賃金格差

是正など、一億総活躍社会の実現に向けた一助となることが期待される。 
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はじめに 
 

首相官邸(2016)によると、2016 年 6 月、「女性も男性も、お年寄りも若者も、一度失敗

を経験した方も、障害や難病のある方も、家庭で、職場で、地域で、あらゆる場で、誰も

が活躍できる、いわば全員参加型の⼀億総活躍社会を実現」する「ニッポン⼀億総活躍プ

ラン」が閣議決定された。その一環として、過去には女性の活躍促進のために女性活躍推

進法や男女雇用機会均等法、女性のチャレンジ応援プランといった様々な政策が行われて

きた。 

 みずほ総合研究所(2016)によると日本の経済成長率は 1990年に大きく低下し、近年では

1%を下回る低水準で推移している。その一因として労働力の減少が挙げられる。一億総活

躍プランによって就業率を高めることが期待されるが、「女性も男性と同様に活躍できる」

社会の実現は近づいているのか、懸念が残る。 

また、現状として、The World Economic Forum(2017)によると、日本のジェンダー・ギ

ャップ指数は 144 カ国中 114 位という過去最低の順位となった。G7(先進 7 カ国)の中では

最下位である。経済参画と機会の部門においては、同様の業務での男女の賃金格差が 52位、

勤労所得の男女差が 100 位、管理職の男女差が 116 位、専門職・技術職の男女差が 101 位

となった。教育の部門においては、識字率・初等教育在学率・中等教育在学率のそれぞれ

の男女差は日本に存在せず、1位だったが、高等教育在学率の男女差は、101位であった。 

以上のことから、男女差という点で日本は依然世界の基準から取り残されていることが

わかる。「ニッポン一億総活躍プラン」が閣議決定され、様々な政策・支援を行っている

一方、ジェンダー・ギャップ指数で過去最低の順位を更新してしまうという事態が発生し

ていることから、現行の政策・支援が果たして現状に沿ったものになっているのか、疑問

が残る。 

本稿の目的は、日本社会における男女間格差の現状を分析することで格差の要因を追究

し、格差是正に向けた一助となる提言を行うことである。 
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第 1 章 現状分析 

第 1節 一億総活躍社会と問題点 
 

まず、現代の日本経済の特徴として、少子高齢化が進行し労働力人口が減少しているこ

とが挙げられる。総務省(2017)、国立社会保障・人口問題研究所(2017)によると、労働力

人口は 2000 年をピークに減少し、日本の経済成長率は今よりも下がることが予想される

(図 1)。そのため、女性も男性も関係なく社会で活躍することが期待されており、現安倍

政権では「一億総活躍社会」の実現に向け、制度策定を行なっている。本節では、一億総

活躍社会について女性支援という観点から概要を説明する。 

 
図 1 労働人口推移 

 
出所：2010年までは総務省(2017) 国勢調査、2013 年は総務省統計局(2017) 人口推計 12

月 1日確定値、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所(2017) 日本の将来推計人口

（2012 年 1月推計)の出生中位・死亡中位仮定による推計結果をもとに筆者作成 

 
 首相官邸(2016)によると、一億総活躍社会の実現に向けて、2016 年 6 月 2 日に「ニッポ

ン一億活躍プラン」が閣議決定された。そもそも一億総活躍社会とは、日本国民全員があ

らゆる場で活躍できる、全員参加型の社会である。その閣議決定された内容の中で、女性

の活躍に向けての支援が取り上げられている。例えば、子育てなどの影響によって退職し

た職員が再び復職できるように企業に働きかけを行う、大学などにおいて実践的な学び直

し機会の提供を図る、マザーハローワーク事業の規模拡大を行うなど多岐にわたる。 
 しかし、このような政策が行われている一方、未だに男女間において賃金格差は存在し

ており、男女平等な社会進出が達成されていないのが現状である。厚生労働省(2016)の賃

金構造基本統計調査によると、全ての業種において男性の方が女性よりも平均賃金は高い

(図 2)。そのため、現時点において男女間における賃金格差は是正されておらず、さらな

る改善が必要であると言える。 
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図 2 男女別の雇用形態間賃金格差 

 
出所：厚生労働省(2016) 賃金構造基本統計調査より筆者作成 

 
 さらに厚生労働省(2016)の雇用均等基本調査によると、部長相当職、課長相当職、係長

相当職における女性の割合は全ての業種において 35%を下回っている(図 3)。特に鉱業、建

設業、製造業、インフラ業、運輸業・郵便業、複合サービス事業においては女性の割合が

10%を切っており、非常に低い値となっている。 

 
図 3 役職別女性管理職の割合 

 
出所：厚生労働省(2016) 雇用均等基本調査（確報）より筆者作成 

 
 また、日本の女性管理職の割合は世界的に見ても極めて低い。労働政策研究・研修機構

(2012)の国別女性管理職の割合によると、日本はわずか 11.1%で、調査国 109 カ国のうち
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96 番目である(図 4)。この調査でアメリカは 42.7%、イギリスは 34.2%であり、他の先進国

と比較しても日本の女性管理職の割合が低いことが確認できる。世界的に見ても日本人女

性の社会進出は未だ是正されておらず、早急な対応が求められていると言える。 
 以上のように、一億総活躍社会の実現に向けて現安倍政権は改革を推し進めているが、

現時点で男女間における社会進出や賃金格差が是正されていないのが現状である。 
 
図 4 国別女性管理職の割合 

 
出所：労働政策研究・研修機構(2012) 業者及び管理職に占める女性の割合より筆者作成 

 

第 2節 大学進学における男女間格差の現状 
 

第 1 節では、日本社会において男女間の賃金格差や管理職割合の差が是正されていない

ことを述べた。本節では、その前段階である教育段階における格差について述べる。 
 教育段階においても格差は是正されていない。その例として、総務省(2015) 「学校基

本調査」によると、大学進学率において男女間での格差は未だに存在していることが明ら

かである(図 5)。1990 年から差は縮まってはいるものの、2015 年時点でも男子と女子の進

学率に差があり、依然として男子の方が高い結果となっている。 
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図 5 男女別大学進学率 

 
 出所：総務省(2015) 学校基本調査より筆者作成 

 
 男女差は大学の学部進学者数のデータにおいても存在している(図 6)。人文科学、教育

においては男子学生よりも女子学生の方が多いが、理系の学部、特に工学においては女子

学生が男子学生より極めて少ない。 

 
図 6 男女別大学学部別進学者数 

 
出所：総務省(2017) 学校基本調査より作成 

  



ISFJ2017 最終論文 
 

11 

 

第 3節 義務教育の概要・目標 
 

次に、義務教育段階における男女間の格差を考える。まず、現行の日本の義務教育制度

について述べる。 
 法令上、日本における義務教育期間は 6 歳に達した後の最初の学年から始まり、就学年

齢前の就学は認められていない。義務教育年限は 6歳から 15歳までの 9年間で、小学校の

6 年間、中学校の 3年間に分かれる。 

文部科学省(2005)によると、日本の義務教育制度は日本国憲法・教育基本法・学校教育

法関係法令をもとに作成されている。義務教育について、日本国憲法では、保護者が子ど

もに普通教育を受けさせる義務を負うことや義務教育の無償を規定している。教育基本法

では、義務教育期間が 9 年であること、国公立の義務教育段階の学校における授業料の不

徴収、義務教育に関わる地方自治体の義務を規定している。 
 義務教育制度における目標は、学校教育法において規定されている。小学校における目

標は、「学校内外の社会生活の経験から人間関係について正しい理解を得ること」、「日

常的に必要な衣食住、産業などの正しい理解を得ると共に、日常的に必要な国語、数量的

な関係、自然現象を科学的に観察し、処理する能力を正しく理解する能力を養うこと」で

ある。 
 中学校における目標は、「小学校における教育の目標をなお充分に達成して、国家及び

社会の形成者として必要な資質を養うこと」、「社会に必要な職業についての基礎的な知

識と技能、勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路を選択する能力を養うこと」、

「学校内外における社会的活動を促進し、その感情を正しく導き、公正な判断力を養うこ

と」である。 
 義務教育制度における学力の到達度の評価方法は絶対評価であり、国が定める学習指導

要領に示す目標に照らしてその実現状況を評価する。国は、学習指導要領の目標、内容、

実現状況の把握のため全国的な学力調査を実施している。さらに、地方自治体単位でも独

自に調査を実施している。 
 また、私立学校の扱いでも学校指導要領などの国が定めた基準に従わなければならず、

設置も都道府県知事による認可が必要である。すなわち、日本国民は皆同じ学習指導要領

に従った同等の教育を性別関係なく受けており、全体として男女間でのはっきりとした格

差が生まれる余地はないはずである。 
 

第 4節 義務教育段階における学力差の現状 
 

では、実際に義務教育段階において男女差は存在しないのだろうか。本節では、義務教

育段階における男女差を学力差の視点から述べる。 
 学力差の現状は OECDが実施している国際的な学習到達度に関する調査である

PISA(Programme for International Student Assessment)によって確認できる。日本もこ

れに参加しており、国立教育政策研究所がこの調査の実施を担当している。PISA 調査は義

務教育修了段階の 15歳児を対象として、数学的リテラシー、科学的リテラシー、読解力
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の 3分野について、3年ごとに調査を行っている。一番最近の調査は 2015年に実施され

た。 
 例として、日本の 2003年からのそれぞれの科目の平均点の推移を以下で述べる。なお、

科学的リテラシーのみ 2003 年のデータが掲載されていなかったため、2006 年からの結果

を示した。 
まず初めに、科学的リテラシーの 2006 年、2009 年、2012 年、2015 年における平均点の

推移を示した(図 7)。平均点は、2006 年時点では男女でほとんど差がなく、2009 年には女

子の方が高くなったものの、2012年、2015年と続けて男子の方が高い結果となっている。 

 
図 7 科学的リテラシーの平均点 

 
出所：OECD(2017) PISAより筆者作成 

 
次に、読解力の 2003年、2006年、2009年、2012年、2015年における平均点の推移を示

した(図 8)。読解力の平均点は、5回の調査全てで女子の平均点の方が高い。 

 
図 8 読解力の平均点 

 
出所：OECD(2017) PISAより筆者作成 
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最後に、数学的リテラシーの 2003年、2006年、2009 年、2012年、2015年における平均

点の推移を示した(図 9)。数学的リテラシーについては、2003 年から 2015 年にかけての 5

回の調査全てで男子の方が女子より平均点が高い。 

 
図 9 数学的リテラシーの平均点 

 
出所：OECD(2017) PISAより筆者作成 

 
以上の結果から、科学的リテラシーで一部逆転が起こっていることを除いては、ほぼ男

女の得点差の傾向は変わらないということが明らかになった。最新の 2015年時点において

は科学的リテラシー・数学的リテラシーは男子の平均点の方が高く、読解力は女子の平均

点の方が高いという結果で、どちらが優れているということは一概には言えないが、どの

教科でも男女の平均点に 10点ほどの差が見られることは明らかである。 
 

第 5節 問題意識 
 

 以上から、一億総活躍社会に向けての政策は進められているものの、いまだに男女間で

社会進出の割合や賃金などの格差が存在するという現状があり、教育段階にさかのぼって

みると、制度は平等とされているにも関わらず男女で学力に差があることが分かった。 
 このことから本稿では、日本社会における男女間格差について、学力をはじめとした教

育段階における男女差がその一因となっていると考えた。制度に男女差はないにも関わら

ず、なぜ学力に差が生じるのか、その要因を分析し男女間の教育格差是正に向けての方策

を考える。この方策は、女性の大学進学率の向上、女性管理職の割合の改善、男女間の賃

金格差是正の一助となると考える。 
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第 2 章 先行研究及び本稿の位置

づけ 

第 1節 先行研究 

第 1 項 数学・科学分野における男女間格差 
 

分析にあたり、男女間の学力差について述べられている先行研究を挙げる。まず、数

学・科学分野における男女間格差について述べる。 

 OECD(2015)は、男女間の学力差について、「状況を数学的に定式化したり、現象を科学

的に解釈したりする場合のように、科学者のように考えることが求められる質問の場合、

女子は成績優秀な女子でも男子より成績が劣る傾向にある」と分析している。 

また、OECD(2017)によると、諸国の若年女性は若年男性よりもより良い学歴を身につけ

て社会に出ているが、科学・数学・技術領域に重点をおく STEM関連分野に進学する女子学

生は男子学生より少ない傾向がある。 
さらに、鳶島(2014)は高校生の数学自己効力感には性別や出身階層の影響が見られると

述べている。この数学自己効力感は教育期待に影響を与えており、教育期待に対する性別

や出身階層の影響の一部は数学自己効力感によって媒介されているとした。つまり、児

童・生徒の学業的自己効力感の男女差や階層差の緩和に取り組むことが、長期的には教育

における男女間格差・階層間格差の縮小につながる可能性があると言える。しかし、現時

点では学業的自己概念・自己効力感の男女差や階層差を縮小する方策は明らかになってお

らず、今後検討を進めていくことが求められる。なお、この論文は調査結果に数学の結果

のみを用いており、他の教科で相関が見られるとは限らない。 

 

第 2 項 子どもの不安傾向による影響 
 

学力差の要因には子どもの不安傾向があると指摘している先行研究もある。 

松永、武田(2007)は専門学校生・大学生を対象に、不安度における男女間格差を分析し

ている。分析の結果、不安度が高くかつ成績不良の者は精神的な問題を抱えている可能性

が高く、また、不安度が低くかつ成績不良の者は問題行動を起こす可能性が高いと推測し

ている。このことから、女子学生よりも、この両方に当てはまる割合が高い男子学生の方

が問題を起こす可能性が高いとしている。 

また、中村(2001)も子どもの不安傾向に関する分析をしている。中村は兵庫県内の公立

小学校・公立中学校に在籍する小学 4 年生から中学 3 年生までの生徒を対象として、田研

式不安傾向診断検査を用いて調査を行っている。調査の結果、学習不安傾向、対人不安傾
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向、過敏傾向、恐怖傾向、衝動傾向において男女間で有意な差が見られた。そして、全て

の項目で女子児童の方が高い数値となった。 

これら 2 つの論文から、不安傾向において男女間での相違が見られ、教育格差が是正さ

れない一因として考えられる。 
 

第 3 項 親が与える影響 
 

 親が要因であると指摘している先行研究もある。 

耳塚(2013)は全国学力・学習状況調査のデータと保護者データを結合させ、5 政令都市

の 100 校に限定して調査を行っている。耳塚は保護者の関与に関する変数を用いて、学力

を従属変数、独立変数として回帰分析を行い、分析の結果、学力差は教員の質ではなく、

親の意識が要因であるとした。 

平尾(2008)は内閣府(2002)における「第二回青少年の生活と意識に関する基本調査」を

利用し、小学 4 年生から中学 3 年生の親に自分の子どもをどの学校段階まで進ませたいか

調査を行っている。その結果、「大学まで」という回答が、男子を持つ両親よりも女子を

もつ両親の方が低いということが明らかになった。この調査によって平尾はこの男女間の

意識の相違が親の子どもにかける教育費に違いを生むと考え、教育格差が生じる要因であ

ると述べている。 

さらに Beck(2006)は教育を向上させるためには家庭内教育が重要であり、家庭内教育に

よって学業成績などに強い影響があると述べている。しかし Beckは実証分析を行っておら

ず、サーベイ論文であった。 

戸田他(2014)は回帰分析より幼少期の家庭環境、非認知能力が学力に対して有意になる

ことから、家庭環境、非認知能力が学力に影響を与えることを明らかにした。 

また、ベネッセ教育総合研究所(2012)は、中学受験に親の意識が関係するのかについて

調査を行っている。「中学受験を最初に言い出した人は誰か」という調査の結果、55.2%

が母親、25.5%が父親、16.6%が子どもであった。このことから、親の意識が中学受験に強

く影響を与えることが明らかになった。 

また、OECD(2015)は、子どもに科学・技術・工学・数学などの分野の職に就いてほしい

と願っている両親の期待感は、15 歳の息子と娘の数学の成績が同じ場合でも、娘に対する

期待感より息子に対する期待感の方が高いことを明らかにしている。 

 

第 4 項 学力差が最大となる段階 
 

どの段階で学力差が生じるのかについて述べている先行研究もある。 

北條(2013)は、「国際数学・理科教育動向調査」(Trends in Mathematics and Science 

Study)と「OECD生徒の学習到達度調査」(Programme for International Student 

Assessment)のデータを用いて算数・数学における得点分布を分析している。分析の結

果、調査対象とした小学 4年生、中学 2年生、高校 1 年生のいずれにおいても得点分布の
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男女差が確認されるほか、日本の男女間の学力差は中学校において最大になっているとし

た。しかし、これについてはっきりとした要因は述べられていない。 

 

第 2節 本稿の位置づけ・新規性 
 

以上の先行研究から、本稿では親が学力に与える影響に着目し、男女間の学力差につい

て「学力は親の意識の影響を受ける」という仮説をもとに検証を行う。なお、分析対象

は、北條(2013)より、男女間の学力差が最大になっているとされる中学校として、中学生

の学力テストを用いて分析を行う。 
 よって本稿の新規性は、「格差が最大になるとされる中学校において、男女間の学力差

が生じる要因として、親の意識が子どもの性別により異なる」という点に着目することで

ある。OECD が実施している PISA との相違点は、義務教育修了段階の 15 歳児のみではなく

中学校全学年を分析対象とすることである。 
この分析結果を踏まえ男女間の教育格差是正に向けての解決策を提言することは、日本

社会における男女間格差是正に向けた一歩であり、本稿の役割は重要であると考える。 
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第 3 章 分析 

第 1節 検証仮説 
 

まず、分析にあたって「中学生の学力テストにおいて男女間でテストの点数に差がある

のは、男子の子どもを持つ親と女子の子どもを持つ親の間で教育に対する意識が異なるこ

とが要因である」という仮説を立てた。 
よって、分析の被説明変数は中学生の男女別における学力テストの点数結果、説明変数

は親の意識の影響を受けると考えられる変数を設定した。 
 

第 2節 分析の枠組み 

第 1 項 使用するデータ 
 

 分析にあたり、慶應義塾パネルデータ設計・解析センターの日本子どもパネル調査(以下

JCPS)の最新の 2013 年度における基礎学力テストと、親票のデータを使用して、統計解析

ソフト Stata14を用いて重回帰分析を行う2。JCPSは親票と子票に分かれており、親票は子

どもを持つ親を対象にした調査、子票は小学 1 年生から中学 3 年生を対象にした調査であ

る。 
 本稿の分析対象は中学校全学年とする。サンプルサイズは男子生徒 118、女子生徒 121の

合計 239である。 
 

第2項 変数の説明 
 

 被説明変数には、JCPS2013 における子票の中学 1 年生から 3 年生までの基礎学力テスト

調査結果を用いた。 
 学力テストの各設問の配点は 10 点とし、正解 10 点、不完全正解 5 点、無回答および不

正解を 0 点とした。テストの内容は、数学、国語の問題は学年ごとに異なるもの、推論の

問題は中学 1年生から 3年生は共通のものを用いている。 
 以下の表は、男女別全教科(数学、国語、推論)のテストの合計点の記述統計量である

(表 1)。 
 
  

                             
2 なお、全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析している「全国学力・学習状況調査」のデータについては、

学部生は使用申請をすることができなかった。そのため JCPSのデータを用いて分析を行った。 
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表 1 中学生の男女別全教科のテストの合計点の記述統計量 

 
出所：JCPS2013より筆者作成 

 
 さらに、以下は男女別数学、国語のテストそれぞれの得点の記述統計量である(表 2)(表

3)。 

 
表 2 中学生の男女別数学テストの得点の記述統計量 

 
出所：JCPS2013より筆者作成 

 
表 3 中学生の男女別国語テストの得点の記述統計量 

 
出所：JCPS2013より筆者作成 

 
 被説明変数には、親の意識の影響を受けると考えられる「中学受験の有無」、「家での

勉強時間」、「宿題の頻度」、「学費」の 4 つの変数を設定した。以下説明変数の設定理

由を説明する。 

 
・中学受験の有無 
中学受験は全員が経験するものではなく、進学意志を持つほぼ全ての生徒が経験する高校

受験や大学受験よりも、受験に対する親の意識の影響が大きいと考えられる。大学におい

て男女間で進学率に差があることから、中学受験の有無についても男女間で差が存在する

可能性がある。この際、中学受験をする生徒と、中学受験をしない生徒の間には、学力に

差があることも考えられる。 

 
・家での勉強時間 
家での勉強時間は、親の子どもに対する教育意識が大きく関係していると考えられる。そ

のため、家での勉強時間は親による影響を受け、学力テストの結果にも大きく影響をもた

らすと考えられる。 
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・宿題の頻度 
学校の宿題の頻度が高いことは勉強時間が増えることにつながり、それに伴い学力テスト

の点数が高くなることが予想される。学校の宿題の頻度が高い学校は教育に対する意識が

高い学校ともとらえることができ、そのような学校への通学には親の教育に対する意識に

よる影響が少なからずあると考えられる。 
 
・学費 
親が子どもに影響を及ぼすと考えられる一つが、金銭面での援助である。これにより、親

がどの程度教育に力を入れているかを数字で捉えることができる。金銭面での援助が少な

い生徒は援助が多い生徒より教育を受ける機会が少なく、成績も低い可能性があると予想

される。 

 
以上の説明変数により予想される、学力に対する影響は以下の通りである(表 4)。 

 
表 4 中学生の学力に対する影響  

 
 
 さらに、説明変数のデータの詳細とその分析方法は以下の通りである。 

 
・中学受験の有無(有=1,無=0) 

親票において中学校受験の有無を調査している。「1、受験しなかった」、「2、受験し

た」という 1～2の選択肢が用意されている。 
以上の選択肢について、「1、受験しなかった」は 0、「2、受験した」は 1 と値を置き

換えて分析を行った。 

 
・家での勉強時間(時間/日) 

親票において、普段（テストの直前などはのぞく）の日に、子どもが学校から帰ってか

らどれぐらい勉強していたか(塾や予備校、家庭教師などの勉強時間を含む)を調査してい

る。「1、ほとんどしない」、「2、30 分くらい」、「3、1 時間くらい」、「4、2 時間く

らい」、「5、3 時間くらい」、「6、4 時間以上」、「7、5 時間以上」、「8、わからない」

の 1～8 の選択肢が用意されている。 
以上の選択肢について、「1、ほとんどしない」は 0、「2、30 分くらい」は 0.5、「3、

1 時間くらい」は 1、「4 の 2時間くらい」は 2というように時間単位に値を置き替えて分

析を行った。なお、無回答および「8、わからない」と回答した個票は欠損値として除い

た。 
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・宿題の頻度(回/週) 
親票において子どもの通う学校の宿題の頻度を調査している。「1、毎日」、「2、週に

3～4回」、「3、週に 1～2回」、「4、ほとんど出ない」、「5、わからない」の 1～5の選

択肢が用意されている。 
以上の選択肢について、「1、毎日」は 7、「2、週に 3～4 回」は 3.5、「3、週に 1～2

回」は 1.5、「4、ほとんど出ない」は 0 というように値を置き替えて分析を行った。なお、

無回答および「5、わからない」と回答した個票は欠損値として除いた。 
 
・学費(円/月) 

親票において一か月平均の子どものための支出について調査している。具体的には、授

業料、給食費、教材費などを含む子どもの学費について、調査した前年の 11月ごろの一か

月平均金額を記入する方式である。なお、無回答は欠損値として除いた。 
 

第 3 項 推計モデル 
 

 推定モデルは以下の通りである。 
 
中学生の学力(数学、国語、推論テストの合計点およびそれぞれの教科の得点) 
＝α＋β１・中学受験の有無＋β２・家での勉強時間(時間/日)＋β３・宿題の頻度(回/週)＋

β４・学費(円/月)＋u 
 

上記の推定モデルに基づき、男女による違いおよび主要な教科による違いを明らかにす

るため、男子・女子のそれぞれについて、全体の合計点・数学の点数・国語の点数の 3つ

に分け分析を行った。 

 

第 3節 分析結果 
 

 まず、男女別に全教科(数学、国語、推論)のテストの合計点を被説明変数におき、中学

受験の有無・家での勉強時間・宿題の頻度・学費を説明変数として、重回帰分析を行った

ところ、以下の結果が得られた(表 5)3。 

 男子においては家での勉強時間が、女子においては中学受験の有無と家での勉強時間で

統計的に有意な結果となった。 
 
  

                             

3
以下のすべての重回帰分析において私立中学校ダミーを説明変数に含んだところ、分析結果に影響はなかった。私立

中学校ダミーが必ずしも親の影響をすべて反映したものとは限らないため、本稿では説明変数に含めず分析を行った。 
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表 5 中学生の男女別全教科のテストの合計点における重回帰分析 

 
出所：JCPS2013より筆者作成 

※***P<0.01,**P<0.05,*P<0.1 でそれぞれ 1％水準,5％水準,10％水準で統計的に有意であ

ることを示す。 
  



ISFJ2017 最終論文 
 

22 

 

次に、男女別に数学のテストの点数を被説明変数におき、説明変数は先ほど同様にして

重回帰分析を行ったところ、以下の結果が得られた(表 6)。 

この分析では、男子・女子ともに家での勉強時間が統計的に有意な結果となった 

 
表 6 中学生の男女別数学テストの点数における重回帰分析 

 
出所：JCPS2013より筆者作成 

※***P<0.01,**P<0.05,*P<0.1でそれぞれ 1％水準,5％水準,10％水準で統計的に有意であ

ることを示す。 
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最後に、男女別に国語テストの点数を被説明変数におき、説明変数は先ほどと同様にし

て重回帰分析を行ったところ、以下の結果が得られた(表 7)。 

男子においては有意な結果が得られなかったが、女子においては中学受験の有無が統計

的に有意な結果となった 
 
表 7 中学生の男女別国語テストの点数における重回帰分析 

 
出所：JCPS2013より筆者作成 

※***P<0.01,**P<0.05,*P<0.1 でそれぞれ 1％水準,5％水準,10％水準で統計的に有意であ

ることを示す。 

 
 また、説明変数間の多重共線性があるかを検証するために、VIF統計量を調べたとこ

ろ、以下の通りになった(表 8)。このことから、説明変数間の多重共線性はないと言え

る。
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表 8 VIF統計量 

 
出所：JCPS2013より筆者作成 

 

第 4節 結果の解釈 
 

「中学生の学力テストにおいて男女間でテストの点数に差があるのは、男子の子どもを

持つ親と女子の子どもを持つ親の間で教育に対する意識が異なることが要因である」とい

う仮説を踏まえて、結果の解釈を行う。 
 重回帰分析より得られた結果の解釈は、大きく 2つに分けられる。 
 一つ目に、中学受験を経験した女子生徒の方が全教科の合計点数と国語の点数が高いと

いうことが統計的に明らかになった。具体的には、中学受験をしている女子生徒は、中学

受験していない女子生徒よりも全教科の合計点数が約 33 点、国語の点数が約 17 点高いこ

とが明らかになった。 
 二つ目に、男女ともに家での勉強時間が長い生徒の方が全教科の合計点数と数学の点数

が高いということが統計的に明らかになった。具体的には、家での勉強時間が 1 時間長く

なると、男子では約 11 点、女子では約 8 点全教科の合計点数が高いことが明らかになっ

た。また、数学の点数も、家での勉強時間が 1 時間長くなると、男子では約 8 点、女子で

は約 5点高いことが明らかになった。 
 以上のことから、「中学生の学力テストにおいて男女間でテストの点数に差があるのは、

男子の子どもを持つ親と女子の子どもを持つ親の間で教育に対する意識が異なることが要

因である」という仮説が、中学受験の有無、家での勉強時間という変数において支持され

た。 
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第 4 章 政策提言 

第 1節 政策提言の方向性 
 

 以上の分析結果を踏まえ、問題意識に設定した、教育段階における学力差をはじめとす

る男女格差是正について、政策提言を行う。重回帰分析により女子生徒において、親の意

識の影響を受けるひとつの要素と考えた「中学受験の経験」が学力に正の影響を与えるこ

とが統計的に明らかになった。 

このことから、女子生徒の親が子どもに中学受験をさせるインセンティブを生む新たな

制度を導入することで、男女間での教育格差を是正することができる。また、この是正に

よって、「男女平等」という意識を徐々に日本社会に浸透させることができると考える。 

本稿では、この具体的な解決策としてアファーマティブ・アクションを提唱する。 
 

第 2 節 アファーマティブ・アクションについ

て 
 

 アファーマティブ・アクションについての概要を岡本、藤田(2009)を元に簡単に説明す

る。現代社会は、個人の自由な意思によって物事の選別や選択を決定する社会である。そ

のため、本来各個人には本人の意思に反する不平等や差別、格差などはあってはならない。

つまり、機会の均等や平等は最低限保障されなければならない。そこで、このような不平

等を積極的に是正し、機会均等を目指す策が、「アファーマティブ・アクション」である。 

アファーマティブ・アクションは 1960年代にアメリカに最初に取り入れられ、日本でも

行われている。例として、東京大学では、平成 30年 4月から女性の就学支援として民間の

マンションを用意し、家賃支援を行うとしている。 
 提言にあたり、まず、日本における中学受験の現状について述べる。 
 

第 3節 中学受験における男女間格差の現状 

第 1 項 共学の私立・国公立について 
 

 現在、中学受験においても男女差は生まれつつある。以下は四谷大塚発表の偏差値に基

づき、全国の偏差値 60以上の共学の私立中学校 23校・国公立中学校 16校における男女比

について 2つの項目で調査を行った結果である。偏差値 60以上に絞った理由としては、一

般的に知名度が高いことでその学校に通っていない子どもや親からも注目される機会が多

く、すなわち社会に及ぼす影響が高いと考えたからである。共学に絞ったのは、男女の平

等が達成されているのかについて調べることを目的としたためである。 
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 まず、この調査をするにあたって、総務省統計局「2016 年人口推計調査結果」において、

中学入学時の 12 歳の男女比を調べた(表 9)。ここでの人口性比とは、女子 100 人に対する

男子の数である。これによると、男子の 12歳人口は 56万 4千人、女子は 53万 9千人であ

り、人口性比は 104.7 で男子のほうがわずかに多いものの、大きな格差が生まれる要因に

はならないと考える。 
 
表 9 日本における 12歳の男女別人口及び人口性比 

 
出所：総務省統計局「2016年人口推計調査結果」を元に筆者作成 

 
 次に、四谷大塚(2017)に基づき、全国の偏差値 60 以上の共学の私立中学校 23 校におけ

る 2017年度の各学校の募集数を調べた。これによると、男子と女子で募集数を分けている

学校が 6校、男女合計の人数を記載し募集を行っている学校が 17校であった。このうち、

男子と女子で募集数を分けている学校における募集数の男女比のグラフが以下の通りであ

る(図 10)。結果は、男子 831 人、女子 362 人で、割合にすると男子は全体の 69.7%である

のに対し、女子は 30.7%と明らかに男女差があった。  

 
図 10 男女別で募集を行っている全国の偏差値 60 以上の共学私立中学校における募集数

の男女比 

 
出所：四谷大塚発表の偏差値一覧を元に筆者作成 

 
 これだけでは男子と女子で分けずに合計人数のみを記載し募集を行っている学校の実態

が分からないため、在籍数についても調査した。その結果が以下の通りである(図 11)。結

果は、男子 9999人、女子 6572人で、割合にすると男子は全体の 60.3%、女子は 39.7%であ

った。 

このことから、高偏差値の私立の共学の中学校においては明らかに女子生徒よりも男子

生徒の受け入れ数が多いということが言える。 
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図 11 全国の偏差値 60以上の共学私立中学校における在籍数の男女比 

 
出所：四谷大塚発表の偏差値一覧を元に筆者作成 

 
 具体的な募集数・在籍数についての表も記載した(表 10)。ここで注目すべきは、募集数

を分けている全ての学校で男子よりも女子の枠が少ないということである。在籍数におい

ても、広尾学園中学校・渋谷教育学園渋谷中学校・昭和学院秀英中学校・須磨学園中学校

の 4 校を除いた 13 校では、男子の方が女子よりも多く、全体の在籍数の男女差(男子の在

籍数－女子の在籍数)は 3427 という結果となった。 
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表 10 全国の偏差値 60以上の共学私立中学校における在籍数・募集数の男女比 

 
出所：四谷大塚発表の偏差値一覧を元に筆者作成 

 
 さらに、私立中学校との比較として、国公立においても偏差値 60 以上の中学校 16 校を

対象に同じ 2 項目について調査を行った。なお、お茶の水女子大学附属中学校は女子大学

の附属校であり特殊なため、一般的な男女比を明らかにするという目的には適さないと考

え、除外して調査を行った。 
 全国の偏差値 60以上の国公立中学校 16校における 2017年度の各学校の募集数を調べた

ところ、男子と女子で募集数を分けている学校が 10 校、男女合計の人数を記載し募集を行

っている学校が 6 校であった。このうち、男子と女子で募集数を分けている学校における

募集数の男女比のグラフが以下の通りである(図 12)。国公立においては募集数を分けてい

る学校において男女間で枠に差があるところは一校もなく、その上男女合計での募集を行

っている学校においても、半数の学校で原則として男女同数募集を行う旨の記載があった。 
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図 12 男女別で募集を行っている全国の偏差値 60以上の国公立中学校における募集数の

男女比 

 
出所：四谷大塚発表の偏差値一覧を元に筆者作成 

 
 在籍数については以下の通りである(図 13)。結果は男子 3082 人、女子 3201 人で、割合

にすると男子は全体の 49.1%、女子は 50.9%とほぼ 1 対 1であった。 
 
図 13 全国の偏差値 60以上の国公立中学校における在籍数の男女比 

 
出所：四谷大塚発表の偏差値一覧を元に筆者作成 

 
 国公立中学校における具体的な募集数・在籍数も記載した(表 11)。国公立においては、

私立とは正反対に、在籍数の男女差が－119と負の値となった。 
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表 11 全国の偏差値 60以上の国公立中学校における在籍数・募集数の男女比 

 
出所：四谷大塚発表の偏差値一覧を元に筆者作成 

 
以上のことから、国公立ではほとんどで男女同数の募集を行い、実際に在籍もほぼ同数

であるのに対し、私立では募集数、在籍数ともに男女差が存在することが明らかになった。

教育基本法で「教育の機会均等」が定められているように、男女平等とされる義務教育に

おいては、国公立だけでなく私立でも男女同数の教育を進めることが望ましい。 
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第 2 項 男子校・女子校について 
 

また、男子校・女子校についても同様の調査を行った。以下は四谷大塚発表の偏差値に

基づき、全国の偏差値 60以上の私立の男子中学校 29 校・女子中学校 18校における男女比

について 2つの項目で調査を行った結果である。偏差値 60以上に絞った理由は、第 1項で

述べた通りである。 
 まず、全国の偏差値 60以上の私立の男子中学校数は、私立の女子中学校よりも 9校多

い。これらの中学校における在籍数の男女比を表したグラフが以下の通りである(図 14)。

結果は、男子 19768人、女子 11577人で、割合にすると男子は全体の約 62%であるのに対

し、女子は約 38%と明らかに男女差があった。 

 
図 14 全国の偏差値 60以上の私立男子中学校・女子中学校における在籍数の男女比 

 
出所：四谷大塚発表の偏差値一覧を元に筆者作成 

 

この結果から、私立の共学校と同様に、男子校、女子校における在籍数にも、男女差が

あることが明らかになった。 
 

第 4 節 政策提言Ⅰ：私立中学校における男女

同数募集促進 

第 1 項 概要 

 
 以上の現状より、中学受験を経験した女子生徒の学力は中学受験を経験していない女子

生徒よりも高いのにも関わらず、中学受験そのものの募集数において男女の平等性が保た

れていないことが明らかになった。このことは女子生徒が中学受験をする上で大きな障壁

となっていると考えられる上、日本社会における男女間格差を助長している可能性がある。 
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 よって、本稿では男女間の中学受験における格差を是正するための一つ目の政策として、

男女同数募集の促進を提言する。 

第 2 項 現行の制度 
 

 提言にあたり、現行の制度を説明する。まず、電子政府の総合窓口イーガブ(2014)「私

立学校法」第一条によると、私立学校法の目的について「その自主性を重んじ、公共性を

高めることによって、私立学校の健全な発達を図ることを目的とする」と定められている。

さらに電子政府の総合窓口「教育基本法」第 6 条によると、「法律に定める学校は、公の

性質を有する」と定められている。これについては文部科学省(2014)「私立学校法」にも、

「私立学校法は私立学校の『公共性』を高めるため、私立学校の設置者として旧来の民法

の財団法人にかわって学校法人という特別の法人制度を創設し、その組織・運営等につい

て次に述べるように民法法人と異なる法的規制を加えている」と記載されている。ここで

述べられている法的規制とは、第一に「学校法人が解散した場合の残余財産の帰属者は学

校法人その他教育の事業を行う者のうちから選定しなければならないこととし、残余財産

の恣意的処分の防止を図っていること(私立学校法第 30条)」、第二に、「学校法人の運営

の公正を期するため、役員の最低必要人数を法定するとともに、役員が特定の親族によっ

てのみ占められることを禁止していること(同法第 35 条、第 38 条)」、第三に「学校法人

の業務執行の諮問機関として評議員会の設置を義務づけ、学校法人の運営について意見を

反映させることとしていること(同法第 41条～第 44 条、第 46条)」である。 
 また、私立中学校は経常費補助を都道府県から受けている。私立学校振興助成法によっ

て、各都道府県は私立学校振興助成法施行令に従い、私立中学校に対して経常的経費を補

助できると規定している(第 4 条、第 9 条)。現状、東京都生活文化局によれば、東京都で

は各私立学校の運営に必要な経費を算出し、この経費の 1/2を補助している。平成 27年度

における私立中学校 1校あたりの補助金額は、1億 4千万円(単位未満四捨五入)であった。

このことより、私立中学校は「公共性」や「公の性質」を十二分に有していると言える。 
 

第3項 提言内容・実現可能性 
 

私立中学校であっても「公共性」や「公の性質」を有していることを踏まえると、男女

平等の教育機会を提供することは一つの責務であると考える。 
これを受けて、「私立中学校の入試において、男女同数募集を促進する」ことを提言す

る。現在、私立中学校に対しての経常費補助金を算定するにあたり、標準的運営費方式が

とられている。標準的運営方式とは、公立学校の教職員の平均給与や教育活動費等をもと

に、学校ごとに私立の標準的運営費を算定するもので、これをもとに経常費の 1/2 を経常

費補助金として給付を行っている。そこで、この標準的運営方式に、新たな算定方式とし

て男女同数募集を行っているかという点を加算基準の一つとして加える。これにより、中

学校側に男女同数募集を行うインセンティブが生まれると考えられる。 現行の制度をも
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とに新制度を設けることと、中学校側に加算というメリットがあることから、実現可能性

は高いと考える。 

また、提言にあたり、文部科学省によって 2020年に行われる大学入学者選抜実施要綱の

見直しも参考にした。文部科学省(2017)によると、この制度は「一部の AO入試や推薦入試

について、『知識・技能』や『思考力・判断力・表現力』を問わない性格のものとして受

け取られ、本来の趣旨・目的に沿ったものとなっていない面がある」という課題を解決す

るために、「各大学の入学者選抜において、区分の特徴に応じて学力の 3 要素を多面的・

総合的に評価する」ことを義務付けるものである。本稿ではこの制度が「国公私立の別を

問わず」導入されるという点に着目した。このことから、私立に新制度を導入することは

可能であり、私立中学校に男女同数募集促進という政策も実現可能性が高いと考える。 

 

第 5 節 政策提言Ⅱ：私立男子中学校の共学化

促進 

第1項 概要 
 

前節で述べた中学受験における男女同数募集と連動して、私立男子校の共学化促進をあ

わせて提言する。共学化が実現されれば、女子の生徒数の枠をより増やすことができ、男

女の受け入れ数の格差が是正できる。 

 

第2項 現行の制度 
 

 現行の制度として、前節でも述べたように私立中学校は経常費補助を都道府県から補助

されている。しかし、男子校から共学校へ移行した学校に対する補助金に関する制度は策

定されていない。 

 

第3項 提言内容・実現可能性 
 

第 3節で述べたように、現状では、全国の偏差値 60 以上の私立男子中学校の在籍数と私

立女子中学校の在籍数の比率は、男子 62%、女子 38%であった。 
 これを受けて、「私立の男子中学校の共学化促進」を提言する。ここで述べる共学化と

は、男女同数募集を行う共学校への移行を指す。この際、提言Ⅰと連動して、移行措置を

とることとする。 
 男子校が共学化するにあたり考えられる障壁として、女子生徒を受け入れるための女子

トイレや女子更衣室の設置など、校舎改修費、増築費がかかることが挙げられる。そこで

「男子校から男女同数募集を行う共学校へと移行する旨を申請すれば、その移行期間も男
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女同数募集を行う共学校として加算を行うこと」をあわせて提言する。移行期間も移行後

と同様に算定をすることによって、移行期間中の不利益を軽減することができると考えら

れる。これにより、男子校が男女同数募集を行う共学校へと移行する障壁を取り除くこと

ができると考えられる。 
 また、男子校を共学化させることによって、偏差値を上昇させている中学校が前例にあ

る(表 12)。提言Ⅰと同様に現行の制度をもとに新制度を設けることと、男子校側にも共学

化を行うインセンティブがあることから、実現可能性は高いと考える。 

 

表 12 男子校を共学化したことにより偏差値が上昇した中学校とその偏差値推移 

 
出所：四谷大塚発表の偏差値一覧を元に筆者作成 

 

第 6節 政策提言の解決性 

第 1 項 政策の実行主体 
 

提言Ⅰ「私立中学校における男女同数募集促進」の実行主体は、各都道府県とする。各

都道府県で男女同数募集を行っているかという点を加算基準の一つに加えた上で経常費を

算定し、私立学校に対して経常費補助を行う。 

また、提言Ⅱ「私立男子中学校の共学化促進」に関しても、実行主体は提言Ⅰと同様

に、各都道府県が算定し、補助するものとする。 

 

第2項 将来のビジョン 
 

以上の二つの政策により、中学校における男女間の教育格差是正が期待できる。さらに

これを足掛かりとして、「男女平等」という意識が徐々に日本社会に浸透することで、女

性の大学進学率の向上、管理職に就く女性の増加、男女間の賃金格差是正など、一億総活

躍社会の実現に寄与することが期待される。 
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おわりに 
 

本稿では、日本社会における男女間格差の是正に向けた一助となる提言を行うことを目

的とし、この男女間格差の要因として中学校における男女差に着目した。現状を分析する

中で、「ニッポン一億総活躍プラン」のような対策が打たれているが、The World 

Economic Forumの The Global Gender Gap Report(2017)により、依然世界に比べて社会進

出や賃金の男女格差が是正されていないことが明らかになり、一億総活躍社会における問

題点が浮かび上がってきた。そこで、制度に男女差はないにも関わらず、男女の学力差が

生じている教育段階における男女差が日本社会における男女格差の一因となっていると考

え、これを問題意識として設定した。このことから、「中学生の学力は親の意識に影響を

受ける」という仮説を立て、男女別の重回帰分析を行った。分析によって、女子生徒にお

いて中学受験の経験が統計的に学力を上げることが明らかになった。そしてこの分析をも

とに、中学受験においての男女間格差是正に向けた政策を提言した。 

しかし、教育段階における男女差は、日本社会における男女格差の一因に過ぎず、提言

した政策は、社会における男女間格差の是正に向けた一助に過ぎない。日本社会における

男女間格差を無くすには、他の要因についても分析し政策を打たなければ解決しない。他

の要因についての分析、政策提言については今後の研究課題としたい。 

最後に、本稿の執筆にあたって、山田篤裕教授(慶應義塾大学)をはじめ、多くの方から

有益かつ熱心なコメントを頂戴した。また分析にあたっては、慶應義塾パネルデータ設

計・解析センターから「日本子どもパネル調査 2011」、「日本子どもパネル調査 2012」お

よび「日本子どもパネル調査 2013」の個票データの提供を受けた。ここに記して感謝の意

を表したい。本研究が、日本社会における男女間格差の是正に向けた一助となることを願

い、本稿を締めくくる。 
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